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理事会 議事録（抄本）

日 時 令和 6 年 7 月 18 日（木）14：55～16：30 

場 所 第一会議室（短期大学 １号館１階） 

出 席 理 事 内田信子、今村正治、永田彰浩、下古場泉、 

日野和仁、荒牧軍治、溝上泰弘 

出 席 監 事 御厨一紀 

欠 席 理 事 納富博文 

欠 席 監 事 伊藤正 

その他の出席 大津信輔、寺田浩一、犬伏直人 

記 録 久保政直 

議 案 

第１号議案 令和 6 年度一次補正予算について 資料 1 

(評議員会資料 2) 

第２号議案 評議員の選任について 資料 2 

(評議員会資料 2) 

第３号議案 令和 7 年度入学定員の削減に伴う学則変更について 資料 3 

第４号議案 役員損害賠償保険契約について 資料 4 

報告事項 

議事の経過および結果 

議長席に内田信子理事長がつき（寄附行為 第 14 条第 7 項）、理事会の成立要件（寄附

行為第 14 条第 10 項）の確認後、各議案につき、内田信子理事長より各関係者への説明要

請があり、議事に入った。 

【 第１号議案 】令和 5 年度一次補正予算について 

省 略 

【 第２号議案 】評議員の選任について 

省 略 

【 第３号議案 】令和７年度入学定員の削減に伴う学則変更について 

今村理事（短期大学学長）より、令和 7 年度より、地域みらい学科及びこども未来学

科の入学定員及び収容定員の変更並びに地域みらい学科グローバル共生 IT コースを情
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報デザイン・コミュニケーションコースに名称変更したいとの提案がなされ、審議の結

果、原案どおり議決された。 

学生定員（学科）  

新 (令和 7 年度 ) 

学　　科  入学定員  収容定員

 地域みらい学科 100名 200名

 こども未来学科 70名 140名

計 170名 340名

旧（令和 6 年度）  

学　　科  入学定員  収容定員

 地域みらい学科 110名 220名

 こども未来学科 80名 160名

計 190名 380名

学生定員（コース）  

新 (令和 7 年度 ) 

学科 コース  入学定員  収容定員

地域みらい学科 福祉とソーシャルケアコース 40名 80名

地域みらい学科 韓国語文化コース

地域みらい学科 情報デザイン・コミュニケーションコース

地域みらい学科 司書アーカイブズコース

こども未来学科 こども保育コース

こども未来学科 こども教育コース

こども未来学科 こども養護コース

計 170名 340名

60名 120名

70名 140名

旧（令和 6 年度）  

学科 コース  入学定員  収容定員

地域みらい学科 福祉とソーシャルケアコース 40名 80名

地域みらい学科 韓国語文化コース

地域みらい学科 グローバル共生ITコース

地域みらい学科 司書アーカイブズコース

こども未来学科 こども保育コース

こども未来学科 こども教育コース

こども未来学科 こども養護コース

計 190名 380名

70名 140名

80名 160名
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【 第４号議案 】役員賠償責任保険契約について 

省 略 

報告事項 

省 略 

内田信子理事長より、議事終了の旨が告げられ、16 時 30 分終了した。上記審議事項を

明確にするために議事録を作成し、出席者全員捺印する。 

令和 6 年 7 月 18 日 

議長（理事長）  内 田 信 子 

１号理事 今 村 正 治 

２号理事 永 田 彰 浩 

３号理事 溝 上 泰 弘 

３号理事 下 古 場 泉 

４号理事 日 野 和 仁 

４号理事 荒 牧 軍 治 

監  事 御 厨 一 紀 

この抄本は原本と相違ありません 

令和 6 年 7 月 23 日 

学校法人 旭学園 

理事長 内 田 信 子 



学則の変更の趣旨等を記載した書類 

ア）学則変更（収用定員変更）の内容

 佐賀女子短期大学学則第 3 条に定める学科等の入学定員及び収用定員を以下の通り減じ

る。 

学科 
現行 令和 7 年 4月 1日 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

地域みらい学科 110 220 100 200 

こども未来学科 80 160 70 140 

計 190 380 170 340 

イ）学則変更（収容定員変更）の必要性

 高等教育修学支援制度は、進学する学生とその家庭の経済的な負担を軽減する上では、画

期的な制度と認識している。この制度に参加する為には、一定の基準を満たす事が必要であ

り、それらは機関要件と呼ばれている。機関要件の中でも特に定員充足率は 2024 年度か

ら厳格化され、他の要件と独立して直近３年間の収容定員充足率が８割未満の場合、原則と

して支援の対象から外れることとなった。 

本学は今年度、定員充足率において 80％を下回っており、この傾向が今後 2 年間継続す

ると、支援対象から外れる。本学に在籍する支援対象者は、ここ数年おおよそ二十数％を占

めており、本学が支援の対象から外れ、これらの学生が入学しなくなると財政的に学校の運

営は困難になると考えられる。今回は定員を確保することを最優先に考え、2つの学科にお

いて定員をそれぞれ 10名ずつ減じ、入学定員を短期大学全体で 170名とする。 

 こども未来学科の直近の定員変更では平成 31 年に学科定員を 100 名から 80 名に減じ

ている。当時は入学者減の主要な原因として、18 歳人口の減少、若者の都市部への志向、

近隣の 4 年制大学での保育士養成の増加などを想定していたが、今日これらの状況が一層

著明となると同時に、こども未来学科への入学層である教員や保育士等の志望者が急速に

減少する傾向が見られている。近隣の保育士・幼稚園教諭を養成する短期大学においても、

入学者を大きく減らしているところが多く、志望者の減少が本学に限らず広範囲にわたり

生じている事から、今回の 10 名の定員減を決めた次第である。こども未来学科では、令和

4 年度より従来の幼稚園教諭、小学校教諭、保育士の免許・資格に加えて、養護教諭免許の

課程認定を受け、取得できる免許・資格の幅を広げ、魅力向上を試みた。その結果、令和 4

年からの 2 年間は定員を満たすことが出来たが、その後は再び定員割れの状態となってい

る。今後は 2 年という限られた修業年限の中で、地域のニーズに応じたより実践力を身に

つけた学生の養成に注力していきたい。 

 地域みらい学科での直近の定員変更は令和 4 年に栄養士養成課程の募集停止をおこなっ

た際に、学科定員を 130 名から 110 名に減じている。20 名減の内訳として、栄養士養成

分野を 30 名減じ、司書養成の分野を「司書アーカイブズコース」として独立させ、そこで
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新たに 10 名の定員を設定している。こうした定員変更を伴う学科組織の改編の結果、それ

まで司書を志望する学生は「グローバル共生 IT コース」に所属していた為、このコースに

入学する学生が一定の割合で減少することとなった。また、海外への留学を目的とした教育

課程を持つ「グローバル共生 IT コース」や「韓国語文化コース」への入学者は、令和 2年

頃より世界中に広がったコロナ禍の影響もあって減少が続き、このような理由から地域み

らい学科全体でも定員割れの状態が常態化している。今回はこうした状況を改善すべく、地

域みらい学科の「韓国語文化コース」、「情報デザイン・コミュニケーションコース」、「司書

アーカイブズコース」の 3 コース合計 70名の定員を 60名に変更する。今回のコロナ禍の

ような地球規模の災害を経験しても、現代の社会がグローバルな人材を求めていることに

は変わりはない。特に人口減少の地方にあっては、労働力の確保は至上命題であり、共生社

会の実現は必達の課題とも言える。変更となった暁には、グローバル分野のコース群を中心

に、今後とも全学を上げて多様な文化を受け入れ、共生できる人材養成を目指していくと共

に、共生の意識を持った留学生受け入れも推進していきたい。 

 

ウ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

（ア）教育課程の変更内容について 

各学科のもとに設けられたコースの構成には変更はないため、教育課程に関しては収容

定員変更に伴う大きな変更はおこなわない。但し、今回の収容定員の変更と並行して、これ

まで地域みらい学科の中に配置していた「グローバル共生 IT コース」を「情報デザイン・

コミュニケーションコース」と名称を変更する。その際に、従来ここで展開してきた国際関

係、異文化理解、IT デザイン関連の科目群に関しては、いくつかの科目を新規に追加する

措置をおこなう。 

（イ）教育方法及び履修指導方法の変更内容について 

授業実施の際のクラス編成や科目別の必修・選択の種別に関しても従来通りとしており、

教育方法及び履修指導の方法に関しての変更はおこなわない。 

（ウ）教員組織の変更内容について 

教員組織に関しては、短期大学設置基準や教員免許及び保育士、介護福祉士養成に係る法

令等に定められた基準以上の専任教員を配置しており、今回の収容定員の変更に伴う組織

の変更はおこなわない。 

（エ）大学全体の施設・設備の変更内容について 

今回の収容定員変更に伴った施設設備の変更はおこなわない。令和 8 年度には耐震化に

伴う施設設備の変更が予定されているが、法令に則り必要な面積及び設備の配置は続けて

いく。 
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学生確保の見通し等を記載した書類 
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学生確保の見通し等を記載した書類 

（１）収容定員を変更する組織の概要 

① 収容定員を変更する組織の概要（名称、入学定員、収容定員、所在地） 

(現行) 

学科 
学内上の定員 学則上の定員 

コース コース定員 入学定員 収容定員 

地域みらい 

福祉とソーシャルケア 40   

韓 国 語 文 化 40 
110 220 

グローバル共生ＩＴ 15 

司 書 ア ー カ イ ブ ズ 15   

こども未来 

こ ど も 教 育 20   

こ ど も 保 育 30 80 160 

こ ど も 養 護 30   

合 計 190 190 380 

所在地：佐賀市本庄町大字本庄 1313 番地 

(変更)令和 7 年 4 月 1 日 

所在地：佐賀市本庄町大字本庄 1313 番地 

② 収容定員を変更する組織の特色 

○地域みらい学科 

４つのコース「福祉とソーシャルケアコース」「韓国語文化コース」「グローバル共

生ＩＴコース（令和７年度名称変更：情報デザイン・コミュニケーションコース）」「司書ア

ーカイブズコース」を置き、《表１》各免許資格に裏付けられた専門分野（福祉、韓

国語、情報、ビジネス、国際、司書等）で活躍できる職業人を育成する学科である。 

○こども未来学科 

３つのコース「こども教育コース」「こども保育コース」「こども養護コース」を置

学科 
学内上の定員 学則上の定員 

コース コース定員 入学定員 収容定員 

地域みらい 

福祉とソーシャルケア 40   

韓 国 語 文 化 30 

100 200 （名称変更） 

情報デザイン・コミュニケーション 
20 

司 書 ア ー カ イ ブ ズ 10   

こども未来 

こ ど も 教 育 15   

こ ど も 保 育 25 70 140 

こ ど も 養 護 30   

合 計 170 170 340 
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き、《表１》各免許資格に裏付けられた専門分野（小学校教諭、幼稚園教諭、保育士、

養護教諭）で活躍できる職業人を育成する学科である。 

《表１》取得可能な免許・資格（募集要項 2025 年度より） 

  

学科 コース 取得可能な免許資格 

地域みらい 

福祉とソーシャルケア 

介護福祉士（受験資格） 

医療的ケア基本研修修了 

社会福祉主事任用資格 

福祉美容ヘルパー（本学認定） 

韓 国 語 文 化 

韓国語能力検定（TOPIKⅠ・Ⅱ）（検定試験） 

ＩＴパスポート試験（検定試験） 

ハングル能力検定（検定試験） 

（名称変更） 

情報デザイン・ 

コミュニケーション 

ＴＯＥＩＣ 700 点以上（検定試験） 

ＩＴパスポート試験（検定試験） 

Microsoft Office Specialist（検定試験） 

Adobe認定プロフェッショナル（検定試験） 

司 書 ア ー カ イ ブ ズ 

司書 

学校司書（モデルカリキュラム） 

ＩＴパスポート試験（検定試験） 

Microsoft Office Specialist（検定試験） 

こども未来 

こ ど も 教 育 

小学校教諭二種 

幼稚園教諭二種 

保育士 

社会福祉主事任用資格 

子ども発達支援士（基礎）（大学コンソーシアム佐賀認定） 

ピアヘルパ―（受験資格） 

こ ど も 保 育 

幼稚園教諭二種 

保育士 

社会福祉主事任用資格 

認定絵本士 

子ども発達支援士（基礎）（大学コンソーシアム佐賀認定） 

子育て支援士（本学認定） 

保育表現技術認定資格（本学認定） 

こ ど も 養 護 

養護教諭二種 

幼稚園教諭二種 

保育士 

社会福祉主事任用資格 

子ども発達支援士（基礎）（大学コンソーシアム佐賀認定） 

ピアヘルパ―（受験資格） 
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（２）人材需要の社会的な動向等 

① 収容定員を変更する組織で養成する人材の動向分析 

○地域みらい学科 福祉とソーシャルケアコース 

介護福祉士養成課程《表１》のコースであり、全国的に介護福祉士養成校は定員

を下回っている状況に加え、募集停止を行う養成校も増えてきている。超高齢社会

での介護福祉士のニーズは留まるところがなく、国は介護職員処遇改善加算等で待

遇改善を図っているが、慢性的な人手不足を補うことはできてない。特に日本人学

生の減少は改善される様子が見られない。この低迷により、佐賀県は委託訓練生制

度を発足させ、当制度を利用した社会人入学者の学費を全学負担する画期的試みを

行っているが、本学の入学者は例年 0～2 名で推移している。反して、外国人留学生

は増加しており、今では入学者を外国人留学生に頼らざるを得ないところである。令

和７年度からは、国内の日本語学校だけでなく、直接外国からの入学者を更に増や

すために、仲介のエージェントを１社から２社に増やし、今以上に外国人留学生強

化計画を立てており、コース定員の充足が見込めると考える。 

○地域みらい学科 韓国語文化コース 

短期大学として全国初の韓国の大学とのダブルディグリープログラムを導入し、

平成２９年に全国で８番目となる日本における韓国文化研究の拠点地となる韓国文

化研究センターを設置するなど、韓国教育では九州の他の短期大学にない特色を持

っている。95％の入学者が韓国留学を希望しており、《表１》最難関の韓国語検定

（TOPIK 6 級）を在学中に取得する学生も多く、2 年間で高度な語学力を身に付

けることができるメリットから令和 6 年度は 31 名が入学してきた。K-POP人気

の影響も大きく、政治的状況に左右されず、今後も継続的に同数程度の入学者が見込

まれると考える。 

○地域みらい学科 グローバル共生ＩＴ 

（令和７年度名称変更：情報デザイン・コミュニケーションコース） 

多文化理解、英語を中心とした外国語学習、ＩＣＴに関する技術や情報、グラフィ

ック、ＷＥＢデザイン分野など多岐に渡る専門を学び、《表１》デジタル人材として

実践力と専門技術を身に付けた資格を基にした就職を売りとしている。ただし、入

学者が数名という厳しい結果が続いていることから、令和７年度より、対人コミュ

ニケーションの重要性を基礎として学び、介護福祉士と同様に外国人留学生をエー

ジェントに委託することで、低迷を脱却し、入学者が見込まれると考える。 
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○地域みらい学科 司書アーカイブズコース 

図書館司書として働くための《表１》司書資格取得に加え、アーカイブズ技術も

修得することができる。司書自体の就職は嘱託職員としての採用がほとんどである

が、企業就職でも対応できるべく、重要な文書を保存するためにアーカイブズ技術

を学び、近年、地方自治体、企業、および大学で、アーカイブズ設置が進んでいる

ことを鑑み、今後需要が見込まれる分野と考えている。アーカイブズという言葉自

体が高校生にとっては耳慣れない言葉であるが、アーカイブズの認知度の高まりに

比例して入学者が増加しており、入学者が見込まれると考える。 

○こども未来学科 こども教育コース・こども保育コース・こども養護コース 

エッセンシャルワーカーとして、《表１》保育士を中心に、各コースで、小学校

教諭、幼稚園教諭、養護教諭を組み合わせた免許資格を取得し、乳幼児から高等学

校まで幅広く「こども」に関わる職業に就くための養成課程である。全国的に教員

採用試験の倍率の低下が問題視されているように、前段階の教員養成課程の学生で

ある、小学校教諭養成の「こども教育コース」、養護教諭養成の「こども養護コー

ス」の入学者は減少している。また、保育士養成についても全国的に令和６年度入

試は、各短期大学の入学者が減少するという結果になったことから、単に四年制大

学への進学率の増加や、近隣の九州第一の都市である福岡県への流出が要因とは考

えられず、全国的な保育士人気の低迷であった。本学のトリプルライセンスである

「こども教育コース」（小学校教諭＋幼稚園教諭＋保育士）、「こども養護コース」

（養護教諭＋幼稚園教諭＋保育士）は他の短期大学でも稀有であり、九州の短期大

学で僅か、小学校教諭養成５校、養護教諭養成３校というメリットをＰＲすること

で、「こども未来学科」全体の入学者の減少に歯止めをかけることで、入学者が見

込まれると考える。 

② 中長期的な 18 歳人口等入学対象人口の動向分析 

現実的な数字として令和５年度の佐賀県の３短期大学の入学者は３５５名であり、

福岡県の短期大学入学者 2,561 名より約 2,200 名少なく、《表２》佐賀県内の高等

学校から 199 名、他県の高等学校から 87 名、外国人留学生および高等学校卒業程

度認定試験合格者から 69 名という状況である。この５年間では、平成 30 年度の３

短期大学の入学者数の 386 人から 31 名の減少、佐賀県内の高等学校からは 268 名

から 69 名の減少と、佐賀県内の高等学校からの進学者が大幅に減っている。全国的

な動向からも、《表３》《表４》全国および佐賀県の 18 歳人口の減少は近隣の福岡県

と比して大きな差があり、短期大学進学率の低下など厳しい状況と考えられるが、令
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和 7 年度においては 20 名減の 170 名定員の確保を見込んでいる。 

《表２》佐賀県の３短期大学の５年間の入学者数の推移 

年度 佐賀県内の高校 他県の高校 
外国人留学生 

および高卒認定 
計 

平成３０年度 268 91 27 386 

令和５年度 199 87 69 355 

増減 －69 －4 ＋42 －31 

《表３》18 歳人口予測 １ 

出典：学校基本調査－令和 5 年度 結果の概要－ 

出典：株式会社リクルート リクルート進学総研 マーケットリポート 2023 

全国版「18 歳人口予測 大学・短期大学・専門学校進学率 地元残留率の動向 
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《表４》18 歳人口予測 ２ 

出典：学校基本調査－令和 5 年度 結果の概要－ 

出典：株式会社教育企画センター 都道府県別 18 歳人口予測推移 

文部科学省 2023「学校基本調査」に見る募集ターゲットの地域別減少予測 
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出典：学校基本調査－令和 5 年度 結果の概要－ 

出典：株式会社教育企画センター  

都道府県別 18 歳人口予測推移 

文部科学省 2023「学校基本調査」に見る募集ターゲットの地域別減少予測 
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③ 収容定員を変更する組織の主な学生募集地域 

本学の学生募集対象は、日本人学生、外国人留学生、社会人であり、学生募集地区

は《表５》佐賀県と中心とした九州内の近隣地区である。過去３年間の傾向から、大

幅にターゲットとする地区が変わるとは考えていないが、外国人留学生の増加により、

各県の占有率が若干変化しつつあり、この傾向は今後とも続くと考える。 

《表５》各学科コースの３年間の出身都道府県 

○令和４年度 

学科 コース 
福 

岡 

佐 
賀 

長 

崎 
熊 

本 

大 

分 

宮 

崎 

鹿
児
島 

沖 

縄 

そ
の
他 

※
外
国
人
留
学
生 

計 

地域みらい 

福祉とソーシャルケア  8        18 26 

韓 国 語 文 化 2 9 2 1  1 2 1 2  20 

グローバル共生ＩＴ  8 1        9 

司書アーカイブズ  3       2  5 

こども未来 

こ ど も 教 育 5 13 2   1     21 

こ ど も 保 育 1 18 4  1      24 

こ ど も 養 護 4 29 1   1     35 

計 12 46 10 1 1 3 2 1 4  140 

占有率 0.09 0.63 0.07 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01 0.03 0.13 1.00 

※外国人留学生の出身国 

・福祉とソーシャルケアコース 18 名（ネパール 13 名・ミャンマー 5 名） 

○令和５年度 

学科 コース 
福 

岡 

佐 

賀 

長 

崎 

熊 

本 

大 

分 

宮 

崎 

鹿
児
島 

沖 

縄 

そ
の
他 

※
外
国
人
留
学
生 

計 

地域みらい 

福祉とソーシャルケア  8        26 34 

韓 国 語 文 化 2 11 2 1  1  2 2  21 

グローバル共生ＩＴ 1 1         2 

司書アーカイブズ 1 10 2 1    1   15 

こども未来 

こ ど も 教 育 1 8 3  1 1 1 1   16 

こ ど も 保 育  29 2   2 1    34 

こ ど も 養 護 4 17 9  1    3  34 

計 9 55 18 2 2 4 2 4 5 26 156 

占有率 0.06 0.54 0.12 0.01 0.01 0.03 0.01 0.03 0.03 0.17 1.00 



12 

 

※外国人留学生の出身国 

・福祉とソーシャルケアコース 26 名（ミャンマー 26 名） 

○令和６年度 

学科 コース 
福 

岡 

佐 

賀 

長 

崎 

熊 

本 

大 

分 

宮 
崎 

鹿
児
島 

沖 

縄 

そ
の
他 

※
外
国
人
留
学
生 

計 

地域みらい 

福祉とソーシャルケア  6        32 38 

韓 国 語 文 化  12 3  2  5 5 4  31 

グローバル共生ＩＴ  1        8 9 

司書アーカイブズ 1 6         7 

こども未来 

こ ど も 教 育 1 5 1        7 

こ ど も 保 育 1 17 3        21 

こ ど も 養 護 1 19 7   2     29 

計 4 56 14 0 2 2 5 5 4 40 142 

占有率 0.03 0.46 0.10 0.00 0.01 0.01 0.04 0.04 0.03 0.28 1.00 

※外国人留学生の出身国 

・福祉とソーシャルケアコース 32 名（ネパール 2 名・ミャンマー 30 名） 

・グローバル共生ＩＴコース 6 名（ミャンマー 6 名） 

○日本人学生 

地域的に九州全域がターゲットであるが、入学者が一番多い地元の佐賀県からは、

令和 4～6 年度の 3 年間で 46 名→55 名→56 名と平均 52.3 人であるが、占有率

0.63→0.54→0.46 と約 0.1 ポイントずつ減ってきている。これは、外国人留学生

の占める割合が増えたため、日本人学生の割合が減ってきたことによる。付属高校か

らの進学者は 42 名→29 名→30 名（占有率 0.3→0.19→0.21）と約 30 人は定期的

に入学者が見込める状況である。 

※ 後述「（３）学生確保の見通し （ⅰ）高大連携（教育連携）」付属高校 

○外国人留学生 

「福祉とソーシャルケアコース」において、外国人留学生の占有率は高く、18 名

→26 名→32 名（占有率 0.13→0.17→0.23）と推移している。なお、佐賀県では

《表 6》「介護福祉士修学資金貸付制度」を利用することで、介護福祉士を目指す学

生への学費の貸付制度が行われている。この制度を日本人学生と共に外国人留学生が

利用することに加え、大幅な介護人材不足により民間の奨学金（施設による施設奨学

金）の利用も増えており、この傾向は今後も続くと考えられる。また、令和 6 年度は
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「グローバル共生ＩＴコース」に初めて外国人留学生が入学した。多文化理解、英語

を中心とした外国語学習、ＩＣＴに関する技術や情報、グラフィック、ＷＥＢデザイン

分野など多岐に渡る専門を学ぶことにより、日本での就職を考えた外国人留学生であ

り、介護福祉士養成課程同様に、この増加傾向は今後とも続くと考えられる。 

《表 6》介護福祉士修学資金等貸付制度 

制度の概要 

佐賀県内で必要とされる福祉人材の養成・確保を目的として創設

された貸付制度である。佐賀県内の福祉施設等で、継続して５年以

上、介護福祉士等として働き続ければ、５年間が終了した時点で貸

し付けた修学資金の返還義務が免除される。 

貸 付 金 額 

入学準備金 一時金 20 万円以内 

授 業 料 月 額 5 万円以内 

就職準備金 一時金 20 万円以内 

○社会人学生 

社会人学生（社会人入試・委託訓練生入試）の入学は数名と少なく、特に、委託訓

練生については、佐賀県が介護福祉士の人材不足を解消するために、佐賀県立産業技

術学院介護福祉士養成科に委託して行う職業訓練制度であり、入学者の学費を全額負

担する制度である。ただし、学費の全額免除であっても入学者が非常に少ないため、

自治体やハローワークによる告知だけでなく、本学独自に卒業生や各種の地域連携の

場を利用したＰＲ活動、付属高校による卒業生への告知を行っているが増加にまでは

及んでいない。なお、社会人学生は、介護福祉士、保育士、小学校教諭、養護教諭な

どの免許資格により職業に直轄したコースに入学する傾向がある。多くの入学者は難

しいが、今後とも５名程度の定期的な入学者は見込める。 

《表７》社会人学生（社会人入試・委託訓練生入試）の推移 

④ 既設組織の定員充足の状況 

本学の《表８》５年間の定員充足率は約 70％～80％台を推移しており、令和２年

度および令和 3 年度は収容定員充足率が 80％を上回った。令和 4 年度に栄養士養成

課程である「食とヘルスマネジメントコース」の募集停止と同時に定員変更を行った

入試種別 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

社 会 人 

・こども教育２名 ・こども教育２名 ・こども教育１名 

 ・こども保育１名  

 ・こども養護１名  

  ・韓国語文化１名 

委託訓練生 
 ・福祉とソーシャルケア１名 ・福祉とソーシャルケア１名 

・こども保育３名 ・こども保育 4 名 ・こども保育２名 

計 5 名 9 名 5 名 
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が（210 名→190 名）、入学定員と収容定員の両方とも 80％を上回ることはできな

かった。その後、一時的に 80％を回復することはできたが、再び、令和 6 年度は入

学定員と収容定員両方とも 80％を下回るという厳しい結果となっている。特に「地

域みらい学科」のグローバル共生ＩＴコースと司書アーカイブズコースの低迷が影響

したと考えられる。 

《表８》各学科・全学科の５年間の入学者数・定員充足率の推移 

※充足率は小数点第２位未満を切り捨て 

※収容定員は１・２年生の在学生から算出 

① 地域みらい学科 

学科 コース 
令和 

２年度 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

地域みらい 

食とヘルスマネジメント 22 12    

福祉とソーシャルケア 34 44 26 34 38 

韓 国 語 文 化 26 38 20 21 31 

グローバル共生ＩＴ 26 22 9 2 9 

司書アーカイブズ   5 15 7 

入 学 者 数 108 116 60 72 85 

入 学 定 員 130 130 110 110 110 

入学定員充足率 0.83 0.89  0.54   0.65   0.77  

収容定員充足率 0.85 0.94  0.72   0.69   0.70  

② こども未来学科 

学科 コース 
令和 

２年度 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

こども未来 

こ ど も 教 育 17 17 21 16 7 

こ ど も 保 育 27 40 24 34 21 

こ ど も 養 護   35 34 29 

入 学 者 数 44 57 80 84 57 

入 学 定 員 80 80 80 80 80 

入学定員充足率  0.55   0.71  1.00 1.05  0.71  

収容定員充足率  0.72   0.62  0.83 1.02 0.86 

【全学科】（① 地域みらい学科 ＋ ②こども未来学科） 

学科 コース 
令和 

２年度 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

地域みらい 全コース 108 116 60 72 85 

こども未来 全コース 44 57 80 84 57 

総 入 学 者 数 152 173 140 156 142 

総 定 員 210 210 190 190 190 

定 員 充 足 率  0.72  0.82  0.73  0.82  0.74  

収容定員充足率 0.80 0.82  0.76  0.82  0.76  
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⑤ 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

〇建学の精神を基に、各学科・コースでアドミッション・ポリシー、カリキュラムポ

リシー、ディプロマポリシーの３ポリシーについて、募集要項、学生便覧等で全学

生に周知している。 

〇社会が要請するキャリア教育を全学科共通必修科目「キャリア入門」として開設し

ている。 

〇資格取得のための実習・インターンシップ等を通して、社会人として「働く」こと

の意味を深めるよう指導している。既定の実習のほかに学生が自発的に行う自主実

習でも同様である。 

〇学生が自らの学びの成果を蓄積し整理し振り返ることができるポートフォリオ作

成を実施している。 

当目的を遂行するために、各学科や事務部門の代表者で運営する学生キャリア支援室

を設置し、支援内容の標準化や効率化をはかり、質の高い就職支援に努めることで、佐

賀県内を中心に地域に貢献できる人材を輩出している。 

(ⅰ)就職相談支援体制 

〇各学科や事務部門の代表者で運営する学生キャリア支援室を設置し、支援内容の標

準化や効率化をはかり、質の高い就職支援に努めている。 

〇１年次より、「キャリア入門」として社会人として必要な資質を身につけることを

目標とした学生時代に学んでおきたい人間関係や生活や社会のルール等の多彩な

内容の講義を実施している。また、就職ガイダンスを複数回実施し、就職について

の意識付けから、就職活動、内定者を対象としたセミナー等を行っている。 

〇佐賀女子短期大学では、コースごとに担当教員を配置するアドバイザー制度を導入

していたが、よりきめ細やかな学生指導および就職指導を行えるように、コース内

の学生をより細分化し指導する＂指導教員制度＂を導入し、より一層の支援体制を

整えている。学期ごとに＂指導教員＂による学生との個人面談で学修・生活指導の

ほか、卒業後の就職等についての相談を行っており、その情報は事務部門とも共有

し双方からの支援が行えるようにしている。２年次前期には保護者会も実施し、保

護者との関係性もきちんと築いた上で学生指導を行っている。 

〇事務局では、学生支援課が就職支援を担当。同じスタッフが入学から卒業まで一貫

して学生に関わり、学生生活全般の支援を行うことにより、就職満足度の向上を目

指している。就職先開拓については平素から、インターンシップ等を通して企業等

との交流を頻繁に行っている。 

〇毎年県内外の事業所へアンケート等を依頼し、本学の教育内容についてのヒアリン
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グを行っている。こうした活動の一つひとつが就職先開拓と同様の意味を持ち、就

職の選択肢は自ずと拡がっていく状況にある。 

〇ジョブカフェ SAGA による就職ガイダンスや、学内就職相談会を毎月行うヤング

ハローワーク SAGA との連携を密にし、求人情報を得やすい環境づくりに努めて

いる。さらにハローワーク SAGA の専門員による、配慮が必要な学生の進路活動

のサポートについても継続して行っていく。 

(ⅱ) 卒業後の進路について 

〇佐賀女子短期大学の場合、保育士・幼稚園教諭（こども未来学科）、介護福祉士（福

祉とソーシャルケアコース）等の専門職としての就職が中心であるが、地域みらい

学科の就職に関しては一般企業および事業所が中心である。 

〇過去３年間の進路状況【資料２－１～２－３】に示すとおり、100％～97％の高い

進路決定率となっている。 

〇地元佐賀県は企業誘致を積極的に行っており、特に IT 関連の企業の進出が多くな

っている。 

〇人材確保の観点から、進出希望企業の多くは進出前に本学「地域みらい学科」の状

況についてヒアリングに来られ、学科の方針等に共感し、実際数名の学生を採用し

ている。 
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（３）学生確保の見通し 

① 収容定員を変更する組織の現状 

今回の収容定員変更は全学科「地域みらい学科」「こども未来学科」に係る届出で

あり、「地域みらい学科」110 名を 100 名、「こども未来学科」80 名を 70名、２学

科合計で 190 名を 170 名とする収容定員減への変更である。【資料１-１・１-２】

のとおり、本学の入学者は、この３０年間ほぼ毎年減少しており、既に令和６年度の

収容定員充足率は、高等教育の修学支援新制度の要件の１つである「経営要件を満た

すことを示す資料（申請校の直近３年度の収容定員充足率の状況）」が 80％を割り

込み《表９》76％となった。全国的に短期大学は《表 10》在学生数、進学率、学校

数の減少と［図１］４年制大学への進学率の上昇によって今後も厳しい状況が予想さ

れる。なお、本学が位置する佐賀県は、九州第一の大都市である福岡県（福岡市）が

隣接しているという地理的マイナス要因も大きい。今や全国の市町村で若年女性人

口率が日本一となった福岡市が 60 分以内の通学圏内という事実は、佐賀県の若年人

口流出をますます加速させている。令和６年度の学生募集活動において、高校訪問、

進学ガイダンス、教員説明会、オープンキャンパス等の動向による入学者予測では、

昨年度より手応えを感じてはいるが、確実に現在の入学定員の 190 名を確保できる

という客観的なエビデンスに乏しい。令和７年度も収容定員 80％を２年連続で下回

り、その後３年連続となった場合を考え、２学科の定員減の変更により、現実的に入

学定員を充足できる 170 名を設定することとした。 

《表９》高等教育の修学支援新制度 省令で定める基準（大学等の経営基盤関係） 

経営要件を満たすことを示す資料（申請校の直近３年度の収容定員充足率の状況） 

《表 10》学校基本調査（短期大学より抜粋） 

※平成5年（1993年）・平成6年（1994年）・令和 5年（1993年） 

 

 収容定員(E) 在学生等の数(F) 収容定員充足率(F)/(E) 

今年度（申請年度） 380人 292人 76% 

前年度 380人 315 人 82% 

前々年度 400人 306人 76% 

 在学者数 進学率 学校数 

ピーク時 

↓ 

現  在 

（1993 年）530,294 人 

↓30 年 

（2023 年） 86,686人 

（1994年）13.2％ 

↓29 年 

（2023 年） 3.4％ 

（1996 年）598校 

↓27 年 

（2023 年）300校 

ピーク比 0.16 0.26 0.50 

減 少 率 ▲84％ ▲74％ ▲50％ 



18 

 

［図１］１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 

男女別：１８歳人口と大学進学率等の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和６年６月２８日 文部科学省 高等教育の在り方に関する特別部会（第７回） 

配付資料【参考資料１】関係データ集 （２）高等教育の現状 関連データ「１８歳人口と高等教育進学率」 

６.１％ ０.９％ 

3.4％ 
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②収容定員を変更する組織の学生募集の取組 

「ア 定員充足の見込み」の記載のように厳しい条件下であるが、（ⅰ）高大連携、

（ⅱ）男女共学、（ⅲ）外国人留学生、（ⅳ）総合型選抜入試の変更、（ⅴ）年間学費の４分

割制度等の５点により、変更後の入学定員 170 名は確保できる見込みである。 

(ⅰ)高大連携（教育連携） 

本学の各学科・コースにおいて令和６年度は積極的に《表 11》「高大連携」を以下

の高校に個別に打診し、この数カ月で数校とは連携協定を締結することになった。具

体的には、本学教員による出張授業、オンライン授業、高校生と本学学生との共同授

業、出張オープンキャンパス、出張進学説明会など多岐に渡る。現在、高校２年生を

中心として令和７年度募集として各高校と調整中であるが、各高校において佐賀女

子短期大学の認知度が高まっていることから、志願者増に繋がると考えている。 

《表 11》令和６年度の高大連携（教育連携）検討高校 

学科 コース 連携校 備考 

地域みらい 福祉と 佐賀県 〇佐賀女子高校 付属高校 

 ソーシャルケア  Ａ  

   Ｂ （連携 調整中） 

    Ｃ   

  専門学校 Ｄ 日本語学校 

   Ｅ 日本語学校 

   Ｆ 日本語学校 

 情報デザイン・ 佐賀県 〇佐賀女子高校 付属高校 

 コミュニケーション  Ｇ 美術コース 

 司書アーカイブズ  Ｈ グローバルビジネス科 

    情報処理科 

 韓国語文化 佐賀県 Ｉ （連携 調整中） 

   Ｊ  

  長崎県 Ｋ  

こども未来  福岡県  Ｌ   

  佐賀県 〇佐賀女子高校 付属高校 

    Ｍ   

    Ｎ   

〇は付属高校  □は連携済の高等学校 

(ⅱ)男女共学 

(ⅲ)外国人留学生 

令和６年度入学者から、多様性を尊重する時代の変化に合わせた取り組みとして、

「地域みらい学科」を「男女共学」とした。[図１]４年制大学男子の進学率 60.7％

に反し、短期大学の男子の進学率は０.９％と１.0％を割っている状況ではあるが、

「福祉とソーシャルケアコース」と「情報デザイン・コミュニケーションコース」に
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は《表 12》外国人留学生のからのニーズがあるとの判断である。「男女共学」初年度

である令和６年は「福祉とソーシャルケアコース」に２名、「情報デザイン・コミュ

ニケーションコース（現：グローバル共生ＩＴコース）」に４名の男子が入学した。 

さらに、令和７年度入学者からは保育士だけでなく、近年社会問題化している小学

校教諭の不足に対応するため「こども未来学科」も「男女共学」にする。全ての学科

を「男女共学」にすることで男子による入学者増を見込んでいる《表 13》。 

《表 12》将来的に男女共学・外国人留学生により男子入学者が見込まれるコース 

学科 コース 主な特色 男子見込数 （男子留学生内数） 

地域みらい 福祉とソーシャルケア 介護福祉士 ５～１０名 （５～１０名） 

 韓国語文化コース 韓国語 １～２名  

 情報デザイン・コミュニケーション デザインスキル ５～１5 名 （10～１5 名） 

 司書アーカイブズ 司書 １～２名  

こども未来 こども教育コース 小学校教諭 ２～３名  

 こども保育コース 保育士 １～２名  

 こども養護コース 養護教諭 ０名  

合 計  15～34 名 （15～25名） 

《表 13》外国人留学生入学者の３年間の推移 

    地域みらい学科 

    男女共学 

学科 コース 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 

女子 女子 男子 女子 

地域みらい 福祉とソーシャルケア 18 26 ２ 30 

 韓国語文化コース     

 グローバル共生ＩＴコース   4 4 

 司書アーカイブズ     

こども未来 こども教育コース     

 こども保育コース     

 こども養護コース     

合 計 18 
26 

（前年比＋８） 

6 34 

40 
（前年比＋１４） 

※令和６年度 入学者の男子学生６名＝入学者の外国人留学生６名 

(ⅳ)総合型選抜入試の変更 

年内入試の 1つとされる「総合型選抜」については、Ⅰ～Ⅴ期の５回を設け、エン

トリー受付を９月以降、面談日を１０月以降として長年実施してきた。４年制大学を含

めて早期決定する入試である年内入試が主流となった今、令和６年度入試は、本学の

中心的入試である「学校推薦型選抜（11 月以降）」から「総合型選抜」に学生募集方

針を変更した。その結果、例年、６名前後であった「総合型選抜」入学者が前年度の
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３倍の＂１８名＂（12 名増）となった。特に、エントリー時期を６月中旬以降と早く

しただけでなく、一番の要因は、プレゼンテーション内容を＂全国初の試みとして導

入した＂［図２］①「推し活型」「アオハルＰＲ型」「インフルエンサー型」の３タイ

プを選択してプレゼンテーションを行う選考方法が大きく貢献したと言える。 

令和７年度は更なる入学者増を期待し②Ⅰ期について 10 万円×16 名の奨学金支

給、③エントリー時期を４月下旬以降、④面談内容をアドミッション・ポリシーの理

解も含めて具体的に提示、⑤合格体験談の４点を追加した。その結果、今年度７月時

点（７月２０日時点）のエントリー数は、前年度の１名から１１名（10 名増）と大幅に

躍進し、確実に《表 14》入学者を 23～25 名（プラス５名以上）と見込んでいる。 

[図２]令和７年度 総合型選抜募集リーフレット 
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《表 14》総合型選抜入学者数と変更点（見込数を含む） 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度（見込み） 

入 学 者 数 ６ １８ ２３～２５名 

  →前年度の３倍の入学者 

（１２名増）となる 

→前年度のプラス５名 

以上を見込む 

エントリー ９／１２～ ６／１１～ ４／２７～ 

選 考 方 法 プレゼンテーション [プレゼンテーション] [プレゼンテーション] 

  ・推し活型 

・アオハルＰＲ型 

・アオハルＰＲ型 

・推し活型 

  [課題提出] [課題提出] 

  ・推し活型 

・アオハルＰＲ型 

・インフルエンサー型 

・推し活型 

・アオハルＰＲ型 

・インフルエンサー型 

 面 談 面 談 面 談 

   面談内容を具体的に明

示した（不安の軽減） 

   アドミッション・ポリ

シーの理解を問うこと

にした。 

特 典   Ⅰ期出願者に奨学金 

   全学科対象 １６名以内 

選考により 10 万円の

奨学金を支給する。 

そ の 他   学力の三要素に関する 

評価の視点と配点を明

示して可視化（数値化）

した（不安の軽減） 

→合計点１００点満点 

(ⅴ)年間学費の４分割制度 

本学の学費については、他大学同様に前期と後期の２分割制度であった。経済的理

由で期日までに納入出来ない場合は、個別に延納願いを提出させ、除籍の期日まで延

納対応を行っていたが、経済的理由での退学は例年数名存在していた。入学者にとっ

ても、高校時代の月払いから年間２回の２分割制度に変わり、前期に約７０万円、後

期に約５０万円を納入することの負担は大きなものであると考えた。 

個別に相談があった場合のみ延納対応をしていたが、相談出来なかった家庭も多

いと仮定し＂最初から制度化された分納（例えば４回）＂が、受験生や保護者の心理

的不安を払拭すると考え、[図３]「４分割制度」を令和７年度入学者から実施するこ

とにした。なお、４分割での納入を原則とするが、２分割、一括（全額）納入も可能

とし、３パターンに対応出来ない場合も個別相談による延納は継続することとして

いる。この制度は、実際、受験を考えている保護者や進路指導室では概ね好評である
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ことも判明し、今後、本学の「４分割制度」が浸透することで、５名程度は受験生が

増えると考えている。なお、この「４分割制度」は、同時に経済的理由での在学生の

退学者防止となる制度でもあり、収容定員の確保に繋がる制度だと確信している。 

[図３]年間学費の４分割制度（2025 年度募集要項 Ｐ.18） 
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（４）収容定員を変更する組織の定員設定の理由 

入学定員の確保として、（ⅰ）高大連携（教育連携）、（ⅱ）男女共学、（ⅲ）外国人留学

生、（ⅳ）総合型選抜入試の変更、（ⅴ）年間学費の４分割制度の５点の学生募集の取組

以外に、基本的活動である既存の学生募集（高校訪問、進学ガイダンス、教員説明会、

オープンキャンパスなど）をさらに高める必要があると考え、特に、各高校の行事、

進学指導の状況、生徒の動向に合致させたスケジュール表に基づいた高校訪問（資料

省略）、[図４]細分化したオープンキャンパス、[図５]奨学金リーフレットの作成・

配付などを今年度は徹底して実施している。特に高校訪問に関しては、高校の進学指

導に合わせた活動を徹底したことである。また、マイナビのクラウド型学生募集シス

テムである「アクセスオンライン」を令和５年度に導入したことで学生募集の管理が

可視化され、各高校の進学状況の把握や志願者の行動分析が可能となり、学生募集の

具体的な戦略が「地域みらい学科」「こども未来学科」の両学科共に立てやすくなり、

入学の見込み数が概ね把握できるようになった。 

また、令和６年度入試において、全国的に保育士養成系の短期大学が苦戦したが、

本学の「こども未来学科」は全国的に珍しい＂トリプルライセンスを２コース＂を擁

しており、保育士・幼稚園教諭＋＂小学校教諭＂の「こども教育コース」、保育士・

幼稚園教諭＋＂養護教諭＂の「こども養護コース」の３免許資格の優位性を《表 15》

２つの教諭（小学校教諭・養護教諭）の養成課程の短期大学がない県にＰＲするべく、

[図６]教員採用試験の現役合格率を記載したリールレットを高校訪問に持参させ説

明させることにした。さらに、進学ガイダンス、教員説明会等でも説明を繰り返し行

ったことで、事実、今年度のオープンキャンパスは昨年比参加者増に繋がっている。 

以上のことを積み上げ、《表 16》令和７年度の入学者予測を１７0 名と予想した次

第である。 

《表 15》九州内の小学校教諭と養護教諭が取得できる短期大学 

県名 小学校教諭２種 養護教諭２種 

福 岡 県 Ａ Ｂ ・ Ｃ 

佐 賀 県 佐賀女子短期大学 佐賀女子短期大学 

長 崎 県   

熊 本 県   

大 分 県 Ｄ  

宮 崎 県   

鹿児島県 Ｅ  

沖 縄 県 Ｆ  

九州以外の都道府県   

九州合計 ５校 ３校 

全国合計 １８校 １０校 
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《表 16》令和７年度 入学者予測 

  令和６年度 令和７年度（予想） 

学科 コース 日本人 外国人 日本人 外国人 

  男 女 男 女 男 女 男 女 

地域みらい 福祉とソーシャルケア  6 2 30  8 8 30 

 韓国語文化コース  31    32   

 情報デザイン・コミュニケーション  1 4 4  3 ６ ６ 

 司書アーカイブズ  7    10   

こども未来 こども教育コース  7   2 10   

 こども保育コース  21    23   

 こども養護コース  29    32   

合 計 
 102 6 34 2 118 １４ 3６ 

142 170 

[図４]オープンキャンパスリーフレット    [図５]奨学金制度リーフレット 

（スケジュール） 
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[図６]教員採用試験の現役合格率を記載したリールレット 
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